
また、延滞の生じている債権、期限の利益を喪失した債権等について帳簿価額から貸倒引当金を控

除した額を時価に代わる金額としています。

【負債】

ア.貯金

要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額(帳簿価額)を時価とみなしています。

また、定期性貯金については、期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフリー

レー トである円Libor・ スワップレー トで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定し
ています。

③時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、これらは①の金融商品の

時価情報には含まれていません。

(単位 :千円)

貸借対照表計上額

外部出資 4,708,385

④金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

1)貸出金のうち、当座貸越122,319千 円については 「1年以内」に含めています。また、期限の

ない劣後特約付ローンについては 「5年超」に含めています。
2)貸出金のうち、3ヵ 月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等89,961千円は償還の予定が

見込まれないため、含めていません。

入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

貯金のうち、要求払貯金については「1年以内」に含めています。

＊

　

　

　

＊
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(単位 :千円)

1年以内
1年超

2年以内

2年超

3年以内

3年超

4年以内

4年超

5年以内
5年超

預金

有価証券

満期保有目的の債券

その他有価.ll券のうち満期があるもの

貸出金 (*1,2)

64,802,166

559,648

197,059

1,158,046

0

180,000

220,748

901,704

0

180,000

195,970

775,275

0

200,000

12,502

685,490

0

0

1,054

658,500

0

0

1,221,879

7,983,359

合  計 1,302,452 1,151,245 897,992 659,554 9,205,238 9,205,238

(単位 :千円)

1年以内
1年超

2年以内

2年超

3年以内

3年超

4年以内

4年超

5年以内
5年超

貯金 (*1)

借入金

71,530,320

7,532

5,039,635

4,445

4,651,694

2,284

455,536

642

1,935,823

0

432

0

合  計 71.537,852 5,044,080 4,653,978 456,178 1,935,823



5.有価証券に関する注記
有価証券の時価及び評価差額

6.退職給付に関する注記
(1)退職給付に関する事項

種 類
貸借対照表

計上額
時 価 差 額

時価が貸借対照表

計上額を超えるも
の

政府保証債 499,648 502,451 2,802

金融債 620,000 628,876 8,876

小  計 1,119,648 1,131,327 11,678

時価が貸借対照表

計上額を超えるも
の

国債

地方債

小  計

合  計 1,119,648 1,131,327 11,678

期保有目的の債券で時価のあるもの

満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりです。

その他有価証券で時価のあるもの

その他有価証券において、種類ごとの償去,原価、貸借対照表計上額及びこれらの差額については、

次のとおりです。

種  類
取得原価又は

償却原価

貸借対照表

計上額
差  額

貸借対照表計上額
が取得原価又は償

却原価を超えるも
の

債券

国債 1,399,808 1,422,468 22,660

地方債 420,000 426,746 6,746

卜計 1,819,808 1,849,214 29,406

貸借対照表計上額
が取得原価又は償
却原価を超えない

もの

債券

国債

地方債

小計

合 計 1,819,808 1,849,214 29,406

上記評価差額から繰延税金負債8,119千円を差し引いた額21,287千円を、 「その他有価証券評価差額

金」に計上しています。

用している退職給付制度

・職員の退職給付に充てるため、退職給与規程に基づき、

17年 6月 導入)を採用しています。

退職一時金制度、特定退職金共済制度 (平成

退職給付債務及びその内訳

退職給付債務

特定退職金共済制度

未積立退職給付債務

退職給付引当金

退職給付費用の内訳

勤務費用

臨時に支払つた害1増退職金

合計

△ 1,143,612千 円

565,633千 円

△ 577,979千 円

△ 577,979千 円

48,527千円

13,819千 円

62,346千円
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(2)特例業務負担金の将来見込額

分担金には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体共

済組合法等を廃止する等の法律附則第57条の規程に基づき、旧農林共済組合 (存続組合)がおこなう特例

年金給付等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負担金 13,787千 円を含めて計上していま

す。なお、同組合より示された平成23年 3月 現在における平成44年 3月 までの特例業務負担金の将来見

込額は、225,145千 円となつています。

繰延税金資産

賞与引当金限度超過額

未払貯金利息否認

法定福利費否認

未払事業税 。地方特別法人税

棚卸資産評価差額

繰延消費税

退職給付費用否認 回収可能分
個別貸倒引当金否認

減価償却の償却超過分 (減損分)

減価償却の償却超過分

無形固定資産償却費否認

個別貸倒引当金限度超過額

未収利息不計上否認

睡眠貯金払戻損失引当金否認

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計 (A)

繰延税金負債

その他有価証券評価差益

全農合併に伴うみなし配当否認額

繰延税金負債合計 (B)

繰延税金資産の純額 (A)十 (B)

12,782千 円

100千 円

1,781千円

3,692千円

98千 円

421千円

154,546千 円

19千円

2,580千円

659千円

1,987千円

15,731千 円

1,313千円

333千円

H9千 円
196,168千 円

△ 109,721千 円

86,447千円

8,119千円

5,906千円

△

△

△ 14,025千 円

72,421千 円

7.税効果会計に関する注記
(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳

(3)税率変更による繰延税金資産・負債の修正
「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」 (平成

年法律第H4号)及び 「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関す

34

(2)法定実効税率と法人税負担率との差異の主な原因

法定実効税率

(調整 )

交際費等永久に損金に算入されない項目

受取配当金等永久に益金に算入されない項目

評価性引当額の増減

税率変更に伴う影響額

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

31.00%

2.96%

△1.05%

△8.65%

1.15%

015%
26 099る



る特別措置法」 (平成23年法律第117号)が、平成23年 12月 2日 に公布されました。平成24年 4月 1日 以

後に開始する事業年度から法人税率が引き下げられ、また、平成27年 3月 31日 までの期間 (指定期間)に

開始する事業年度については、復興特別法人税が課されることになりました。これに伴い、繰延税金資産

及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、前事業年度の31.0%か ら、平成24年度は31.0%、 平

成25年度から平成27年度については、29.39%、 平成28年度以降については27.61%に 変更されました。

その結果、繰延税金資産が2,133千円減少し、その他有価証券評価差額金が997千円増加し、法人税等調

整額が3,131千円増加しています。

8.事業譲受に関する事項

群馬県信用農業協同組合連合会と農林中央金庫の統合に伴い、群馬県信用農業協同組合連合会よリー部

事業譲受を行いました。

譲受日 (平成23年 10月 11日 )時点における主な譲受財産は次のとおりです。

貸出金 214,368千 円
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4.剰余金処分計算書
(単位 :円 )

目科 額金

1.当期未処分剰余金
2.剰余金処分額
(1)利益準備金

(2)任意積立金

カン トリー施設整備積立金

(3)出資配当金

3.次期繰越剰余金

248,601,559

201,379,285

170,000,000

20,000,000

20,000,000

11,379,285

47.222.274

(注)1.出資配当は年1.0%の割合です。
ただし、年度途中で払込をした場合は日割の計算による。また、出資配当金は全額出資

預り金とし、その金額が千円以上となつた時は規程により出資金に振替させていただきます。

2.次期繰越剰余金には営農指導、生活。文化改善の事業の費用に充てるための繰越額

12,000,000円 が含まれています。
3.任意積立金のうち目的積立金の種類及び積立目的、積立目標額、積立基準等は次の通り

5.損失金処理計算書
該当する事項なし

積立金の種類 |―  ―― ―
「

|

リスク管理
強化積立金

信用事業
基盤強化
積立金

カントリー

施設整備
積立金

施設整備
積立金

目 的 目標額 取崩基準 1当期末残高‐‐一‐‐‐‐‐‐‐――

次に掲げるリスクの発生により多額の損失が発生した

場合いに、組合員の負託に応える事業運営と経営の

安定、組織の継続に寄与するために必要な財源を確
保することを目的とする。

(1)与信先の財源状況の悪化、組合の保有資産の価
値の毀損等により、債権・資産の価値が減少又は消失
し損失を被る信用リスクの発生
(2)金利、有価証券等の価格、為替等の様々な市場リ
スク要素の変動により、保有する資産。負債の価値が

変動し損失を被る市場関連リスクの発生
(3)組合の資金繰りや市場の混乱等による市場流動性
に起因して損失を被る流動性リスクの発生
(4)コンピュータシステムの不備、コンピュータの不正使
用等によって損失を被り、またはシステム関連投資に

伴うシステムリスクの発生
(5)自然災害、家畜伝染病、農産物・カロエ品事故等の

非常事態の発生により、直接的または間接的に被る
災害リスクの発生
(6)その他のリスク、事務リスク、法務リスク、評判リスク、
人材リスク、外部環境リスク等」A経営、事業運営上の

1 螢
| △

様々なリスクの発生

金融の自由化に伴う金融競争の激化に対して、競争
1 カのある信用事業を確立し、組合事業の改善発達に
資するため、次の支出が発生した場合いに対処する
ために積立をする。

(1)電子計算機。現金自動支払機等の機器の購入・設
置等に係る支出
(2)上記の機器に係るソフトウェアの開発・購入に係る

用事業の機械化の店舗の設置に係る支出

用事業に係るマーケティング調査等に係る支出

利変動リスクに対応する支出

記(1)～ (5)までに類する支出

1必要額を取崩 |
|すものとする  |

1億円を
限度とする。

| |
1各事業年度末 1積立目的の(1)
1貯金残高の |～ (6)の事由が
|(10/1,000)1発 生したときは

11,000

千 円

1 支出
(3)信

(4)信

|(5)金

を
話亦
度
勝手晉
崩うレ

|     |

|(6)上

|          |
|          .

| カントリー事業の将来を見通した施設整備に対応する
| ことにより、「組合員の更なる利便性の向上と良質な米
麦の乾燥調製を目指し、組合事業の改善発展に資す
ることを目白勺とう

~る
.

積立目的の事

2!♀絆0  曇:憫 1 1'摯絆0
崩すものとする

(1)支所及びその他の建物や備品等の取得・改修・拡

充
(2)コンピューターネットワーク構築の電源やLAN等の
設備工事及び備品の取得
(3)上記(1)～ (2)に類する支出

積立目的の事

21紫

絆
0  
曇
省雀ξ基た論 2,柴T0
崩すt)のとする
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6.部 門 別 損 益 計 算 書

平成 23年 3月 1日 から平成 24年 2月  日まで

3 部門別の資産

(注 )

1 共通管理費等、営農指導事業及び共通資産の他部門への配賦基準等
(1)共通管理費等

(人頭害」+共通管理費配賦前の人件費を除いた事業管理費害」十事業総利益割 )

(2)営農指導事業

(均等害1+事業総利益割)の平均値

(3)共通資産

(人頭害」+共通管理費配賦前の人件費を除いた事業管理費割十事業総利益割 )

2 配賦割合 (1の配賦基準で算出した配賦の害1合 )

(単位 :千円)

区  分 合   計
用
業

信
事

済
業

共
事

農業関連
事  業

生活その他
事 業

営農指導
事  業 共通管理費等

事業収益 ① 3,451,298 836,432 551,145 1,270,657 786,778 6,288

事業費用 ② 1,702,549 135,350 47,921 935,368 556,413 27,495

事業総利益 Э=①―② 1,748,749 701,081 503,224 335,282 230,363 △ 21,207

毒業管理費

|ち減 1晰償却費)

うち人件費)

Э

Э

Э

1,532,570

(   119,317  1

( 1,101,217 )

568,573

(  21,143  1

(  368,181 )

267,349

(   7,857  )

(  224,272 )

427,646

(  78,031  )

( 278,650 )

202,724

(  11,268

(  166,745 )

66,278

( 1,018 )

(   63,369  )

※うち共通管理費

(う ち減仙償ヨ〕費)

(う ち人件費 )

Э

Э

Э

221,689

(  18,597  1

(  119,874 )

75,537

( 5,989)

(   40,609 )

102,724

(   5,094  )

(  56,710 )

47,688

(   2,136

1  26,420 )

3,235

(     246  )

1    1,759 )

△ 485,873

(△ 32,062)

(△ 245,372)

事業利益 ⑧=③―④ 216,179 132,508 235,875 ∠ゝ  92,365 27,640 △ 87,485

事業外収益 9 95,239 27.588 11,857

9,649

21,941

19,620

32,909 944

438
才

:※ うち共通分 Э 26.669 9,385 ∠ゝ 65,761

事業外費用

:※ うち共通分

⑪ 27,930 3,747 1,068 22,557

⑫ 1,497 535 1,068 ∠ゝ   3,633

経常利益 D‐ O+◎ -0 283,488 156,349 △  71,492 37,992 △ 86,564

特別利益 ⑭

⑮̈

34,979

才

9,450 3,418 18,261 3,691 才
:※ うち共通分 9,427 3,418 7,075 3,387 156 △  23,463

特別損失 ⑩ 46,220 22,751 6,171 14,143

5,988

2,872

※うち共通分 ⑬ 才 19.030 6,171 2 275 ∠ゝ  34,274

税引前当期利益 D=0+C― 〔ひ 272,247 143,048 244,444 △ 67,374 38,811 ∠ゝ 86,688

●農指導事業分配 lit額 ⑩ 23,146 26,353 17,424 19,765 ∠ゝ  86,688

⑩=⑮―⑩ 272,247 119,902 218,091 △ 84,798 19,046

は、各事業に直課できない部分

(単位 :%)

区 分
用
業

信
事

済
業

共
事

農業関連
事  業

生活その他
事 業

営農指導
事  業 計

共通管理費等 516 17 3 20 8 07 100 0

営農指導事業 26 7 30 4 22 8 100.0

単イ立 :十 円

区 分 計
用
業

信
事

済
業

共
事

農業関連
事  業

生活その他
事 業

営農指導
事  業 共通資産

事業別の総資産 89,419,491 81,923,444 85,359 316,889 125,870 6,967,929

給資産 (共通資産配賦後)
(う ち固定資産)

89,419,491 85,518,199 1,291,508 1,765,520 792,701 51,563
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7.財務諸表の正確性等にかかる確認

確 認 書

1 私は、当」Aの平成23年 3月 1日 から平成24年2月 29日 までの事業年度にかかる

ディスクロージャー誌に記載した内容のうち、財務諸表作成に関するすべての重

要な点において、農業協同組合法施行規則に基づき適正に表示されていることを

確認いたしました。

2 この確認を行なうに当たり、財務諸表が適正に作成される以下の体制が整備さ

れ、有効に機能していることを確認しております。

(1) 業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する体制が

整備されております。

(2) 業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切性・有効

性を検証しており、重要な事項については理事会等に適切に報告されており

ます。

(3) 重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議・報告されております。

平成 24年 5月 27日

太田市農業協同組合

代表理事組合長

と Mラ 鷺懲機欝
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Ⅱ 損 益 の 状 況

1.最近 5年間の主要な経営指標
(単位 :百万円、人、%)

項 目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

経 常 収 益 3,274 3,702 3,408 3,995 3,451

信用事業収益 695 862

共済事業収益 476 551

農業関連事業収益 1,245 1,271

その他事業収益 1,535 1,747 1,626 1,302

経 常 利 益 126

当 期 剰 余 金

出  資  金
(出 資 口 数 )

905

905,783

915

915,275

917

917,918

1,155

1,155,573

1,158

1,158,313

純 資 産 額 2,344 2,502 2,581 3,442 3,643

総 資 産 額 77,406 77,509 76,564 88,643 89,419

貯 金 等 残 高 72,980 72,918 71,944 82,900 83,613

貸 出 金 残 高 12,939 12,929 11,865 12,596 13,492

有 価 証 券 残 高 5,529 4,881 3,844 3,105 2,968

剰 余 金 配 当 金 額

・出資配当の額

・事業利用分量配当の額

13

13

0

10

10

0

10

10

0

13

13

0

11

11

0

職 員 数 (人 ) 168 207

単体自己資本比率 (%) 10.96 11.82 12.03 13.05 12.3

(注)1 当期乗1余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。
2 純資産額とは、貸借対照表の総資産額から総負債額を差し引いた金額です。
3.単体自己資本比率は、平成19年度末より新たな基準に基づき算出しています。

2.利 益 総 括 表
(単位 :百万円、%)

目項 22  年度 13  23 年度 増 減

収

支

差

額

資 金 運 用 収 支

役 務 取 引 等 収 支

738 12

△ 1

8

7

∠ゝ  56

701

そ の 他 事 業 収 支

信 用 事 業 収 支 計

△  64

682

信 用 事 業 粗 利 益

(信 用 事 業 粗 利 益 率 )

682

(   0.80)

701

(      0.85)

19

(      0.05)

事 業 粗 利 益

(事 業 粗 利 益 率 )

1,776

(   2.00)

1,748

(      1.98)

∠ゝ 28

(  △ 0.02)
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3.資金運用収支の内訳

(注)1_総 資金利ざや=資金運用利回リー資金調達原価 (資金調達利回り+経費率)
2.資金運用勘定の利息欄の預金には、事業利用分配配当金、貯蓄増強奨励金、特別対策奨励金等奨励金が

含まれています。

4.受取・支払利息の増減額
(単位 :百万円)

項 目 22 年度増減額 23 年度増減額
受 取 利 息 ∠ゝ  27

「
扉
「
 金 146 ∠ゝ 20

「
看砧証券 △ 5 △ 9

1貸 出 金

支 払 利 息 △ 41.0 ∠ゝ  36

1貯  金 △  41 ∠ゝ  37

1借 入 金

差
戸
ワ ∠ゝ  63.2

(注)1.増 減額は前年度対比です。
2.受取利息の預金には、事業利用分量配当金、貯蓄増強奨励金、

特別対策奨励金等奨励金が含まれています。

(単位 :百万円、%)

項 目
22 年度 23‐ ■年度

平 均 残 高 禾」 息 利 回 り 平 均 残 高 禾J 息 利 回 り

資金運用勘定 84,043 82,036 0.97

うち預金 67,004 543 0.81 66,285 523 0.79

うち有価証券 3,678 1.22 2,988

うち貸出金 13,361 12,763 242

資金調達勘定 83,108 82,172

うち貯金・定積 83,083 82,157

うち借入金

総資金利ざや
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Ⅲ 事業の概況
1.信用事業
(1)貯  金
①種類別貯金平均残高

(単位 :百万円、%)

種 類
22 年度 23 年度

増‐減
平均残高 構 成 比 平均残高 構 成 比

流 動 性 貯 金 30,714 37.0 31,365 38.2

定 期 性 貯 金 52,225 62.9 50,636 61.6 ∠ゝ  1,589

そ の 他 の 貯 金

計 83,082 100.0 82,157 100.0 △  925

譲 渡 性 貯 金 0 0

合   計 83,082 100.0 82,157 100.0 △  925

(注)1.流 動性貯金=当座貯金+普通貯金+貯蓄貯金 +通知貯金
2.定期性貯金=定期貯金+定期積金

②固定・変動金利別定期貯金残高

(注)1.固 金利定期…預入時に満期日までの利率が確定する金利定期貯金
2.変動金利定期…預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する金利定期貯金

(2)貸 出 金

①種類別貸出金平均残高
(単位 :百万円)

種 類 22 年度 年度 増 減

手 形 貸 付 金 ∠ゝ  15

証 書 貸 付 金 12,889 12,056 ∠ゝ  833

当 座 貸 越 ∠ゝ  20

割 引 手 形 0 0

金融機 関貸付 270

△
計 13,361 12,763 ∠ゝ 598

②固定。変動金利別貸出金残高

(注)1.固 定金利貸出…貸出実行時に償還日までの利率が確定する貸出金
2 変動金利貸出…貸出期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する貸出金

(単位 :千円または百万円、%)

区 分
年度 年度

増   減
残 一局 構 成 比 品残 構 成 比

定期貯金 46,695 100.0 48,228 100.0 1,533

1 固定金利定期 46,680 100.0 48,216 100.0 1,536

1 変動金利定期 △ 3

(単位 :千円または百万円、%)

種 類
年度 23 年度

増 減
残   高 構 成 比 残   高 構 成 比

固定金利 貸 出 6,887 7,297 60.2

変動 金利 貸 出 5,240 43.2 4,832 39.8 △ 408

合   計 12, 100.0 12,129 100.0 2
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③担保別貸出金残高

④担保別債務保証見返額残高

開示する取引なし

⑤業種別貸出金残高

(単位 :百万円)

(単位 :百万円)

項 目 22 年度 23 年度 増 減

貯金・定期積金等 426 △ 17

有 価 証 券 0 0

動 産 0 0

不 動 産 4,015 2,876 ∠ゝ  1,139

そ の 他 担 保 物 △ 17

計 4,466 3,293 ∠ゝ  1.173

農業信用基金協会保証 5,846 6,457

そ の 他 保 証 1,354 1,310 △  44

計 7,200 7,767

信 用 2,431 1,500

△ 計 13,491

項 目 22 年度 23 年度 増 減

貯金・定期積金等 0

有 価 証 券 0

動 産 0

不 動 産 0

そ の 他 担 保 物 0

計 0 0

信 用

計 0

(単位 :百万円、%)

業 種
22 年度 23 年度

増 減
残 同 構 成 比 残 局 構 成 比

農 業 1,847 14.7 1,774 10.4 △  73

林 業 0 0.0 0 0

水 産 業 0 0 0

製 造 業 1,634 13.0 1,861 10.9 227

鉱 業 0

建設業・不動産業 2,956 23.5 2,605 15. 3 ∠ゝ  351

電気・ガス・熱供給・水道業

運 輸 ・ 通 信 業 117 1.1

金 融 ・ 保 険 業 632 1,406 774

御1売・小売・サー ビス業 飲食業 1,436 11 4 1,465

地 方 公 共 団 体 △  90

非 営 禾」 法 人 10 226

そ の 他 3, 26.8 3,533 20,7

|う ち 個 人 3,318 26.3 3,527 20.7 209

| う ち 法 人 9 0.1 ∠ゝ  47

計
△ 12,596 17,028 4,432
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⑥資金使途別貸出金残高

⑦主要な農業関係の貸出金残高

1)営農類型別

(注)1.農 業関係の貸出金とは、農業者、農業生産法人および農業関連団体等に対する

農業生産・農業経営に必要な資金や、農産物の生産 。加工・流通に関係する事業

に必要な資金等が該当します。

なお、上記⑤の貸出金の業種別残高の「農業」は、農業者や農業法人等に対す

る貸出金の残高です。

2.「その他農業」には、複合経営たる主たる業種が明確に位置づけられないもの、

農業サービス業、農業所得が従となる農業者等が含まれています。

3.「農業関連団体等」には、 JAや全農とその子会社等が含まれています。

(単位 :千 円または百万円、%)

項 目
22 年度 23 年度

増  減
一局残 構 成 比 残 一局 構 成 比

設 備 ‐資 金 11,001 87.3 12,039 89.2 1,038

運 転 資 金 1,595 12.7 1,453 10.8 △

△
計 12,596 100.0 13,492 100.0

(単位 :百万円)

種 類 22 年度 23 年度 増 減

農業

穀 作

野菜・園芸

果樹・樹園農業 0 0

工芸作物 0 0

養豚・肉牛・酪農 ∠ゝ 61

養鶏 。養Jp 0 0 0

養 蚕 0 0 0

その他農業 0 0 0

農業関連団体 6 ∠ゝ  55

合  計 326 282 △  44
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2)資金種類別
〔貸出金〕

(注)1.プ ロパー資金とは、当組合原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外の
ものをいいます。

2.農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、②地方
公共団体が利子補給等を行うことで」Aが低利で融資するもの、③日本政策金融公庫
が直接融資するものがあり、ここでは①の転貸資金と②を対象としています。

3.その他制度資金には、農業経営改善促進資金 (スーパーS資金)や農業経営負担軽
減支援資金などが該当します。

〔受託貸付金〕

(注 )日 本政策金融公庫は、農業 (旧農林漁業金融公庫)にかかる資金をいいます。

③リスク管理債権の残高

(注)1.破 綻先債権
元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していること、その他の事由により元本

又は利′自、の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利′日、を計上しなかった貸出

金 (貸倒償却を行つた部分を除く。以下「未収利眉、不計上貸出金」という。)の うち、

法人税法施行令第 96条第 1項第 3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第 4号に
規定する事由が生じているものです。

2.延滞債権
未収利虐、不計上貸出金であって、注 1に掲げるもの及び債務者の経営再建又は支援

を図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外のものです。

3 3カ 月以上延滞債権
元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3カ月以上遅延している貸出金 (注 1、

注 2に掲げるものを除く。)です。
4.貸出条件緩和債権
債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行つた貸出金 (注 1、

注 2及び注 3に掲げる者を除く。)です。

(単位 :百万円)

種 類 22 年度 23 年度 増 減

プロパー資金 5,875 4,673 △ 1,202

農業制度資金 289

農業近代化資金 315 ∠ゝ  37

その他制度資金 0

合  計 6,201 5,251 ∠ゝ 950

(単位 :百万円)

種 類 22 年度 23 年度 増 減

日本政策金融公庫資金 △ 3

その他 △  246

合   計 146 ∠ゝ 249

(単位 :千円または百万円)

区 分 22 年度 23 年度 増 減

破 綻 先 債 権 額 △ 6

延 滞 債 権 額 △ 6

3カ 月以上延滞債権額 0 0 0

貸 出条件緩 和債権額 0 0 0

計 200 △  12
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⑨金融再生法開示債権の保全状況
(単位 :百万円)

区
ゝ
Ｊ

22年度 23年度

残高
保全額

残 高
保全額

担保・保証 引 当 担保・保証 引 当

破綻更生債権およびこ

れ らに 準 ず る債 権
177 126 148 94

危 険 債 権 3 45 0

要 管 理 債 権 0 0 0 0 0 0

正 常 債 権 12,399 13,334

∧ 計 12,611 154 54 13,534 139

(注)1.破 綻更生債権およびこれらに準ずる債権
法的破綻等による経営破綻に陥つている債務者に対する債権 (自 己査定における破綻先、実質破綻先のうち信

用事業に係る総与信 (貸出金、貸付有価証券、債務保証見返、信用未収利息、信用仮払金))

2.危険債権
経営破綻の状況にはないが、財政状況の悪化等により元本利′自、の回収ができない可能性の高い債権 (自 己査定

における破綻懸念先のうち信用事業に係る総与信 )

3 要管理債権
3か月以上延滞貸出債権および条件緩和貸出債権 (自 己査定における要管理先のうち 3か月以上延滞貸出金お

よび貸出条件緩和貸出金)

4.正常債権 (上記以外の信用事業に係る総与信)

⑩元本補てん契約のある信託に係る貸出金のリスク管理債権の状況

開示する取引はありません。

①貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
(単位 :百万円)

区   分

22 年 度 23 年 度
首

高

期

残

期 中
増加額

期中減少額 末

一局

期

残

首

高

期

残

期 中
増加額

期中減少額 末

高

期

残目白勺tt月 その他 目的使丹 その他

一般貸倒引当金 3 4 4

個別貸倒引当金 5

合   計 0 5

(注)「期中減少額」の「目的使用」欄は、対象債権の償却処理に充てた額を記載してあります。

決算での洗い替え計上にかかる戻入額は「その他」に記載してあります。

⑫貸出金償却の額
(単位 :百万円)

種 類 22 年 度 23 年 度
貸 出 金 償 却 0 0 090

(3)為  替
(単位 :件、百万円)

種 類
22年度 23年度

仕 向 被仕向 仕 向 被仕向

送金・振込為替
件 数 6,991 82,559 2,204 26,585

金額 6,814 13,536 2,061 4,777

代金取立為替
件数 1 0 4

金額 0 0 2

雑 為 替
件数 8,071 8,698 2,332 2,447

金額 6,399 6,367 1,421 1,421

合計
件 数 15,063 91,271 4,536 29,036

金額 13,214 19,920 3,482 6,201
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(4)有価証券

①種類別有価証券平均残高
(単位 :百万円)

種 類 22年度 23年度 増  減
国 債 273

地 方 債 0 △ 98

政 府 保 証 債

金 融 債 2,697 1,595 ∠ゝ 1,102

特 別 法 人 債 △ 60

そ の 他 の 証 券 0 0 0

計 3,667 2,988 ∠ゝ  679

②商品有価証券種類別平均残高
当組合は、この取り扱いにかかわる業務を行つておりませんので、対象となる商品有価証券はありません。

③有価証券残存期間別残高
【平成22年度末】                                   (単 位 :百万円)

種 類
1年以内 1年 超

3年以下

3年 超
5年以下

5年 超
7年以下

7年 超
10年以下

10年 超 期間の定め

のないもの
合   計

国 債 l 0 0 0 257

地 方 債 0 0 0 0 0

政府保証債 0 0 0 0

金 融 債 1,201 485 562 0 0 0 2,248

特別法人債 0 0 0 0 0

その他の証券 0 0 0 0 0

貸付有価証券 0 0 0 0 0

【平成 23年度末】 (単位 :千円または百万円)

種 類
1年以内 1年 超

3年以下

3年 超
5年以下

5年 超
7年以下

7年 超
10年以下

10年 超 期間の定め

のないもの
合  計

国 債 l 0 0 l.420

地 方 債 0 0 0 0 0 0 0

政府保証債 0 0 0 0 0

金 融 債 0 0 0 0

特別法人債 0 0 0 0 0 0 0

その他の証券 0 0 0 0 0 0 0

貸付有価証券 0 0 0 0 0 0 0 0

-46-



(5)有価証券の時価情報等

①有価証券の時価情報等

(注)1.時 価は期末日における市場価格等によつております。
2.取得価額は、取得原価又は償却原価によっております。
3.運用目的の金銭の信託については、時価を貸借対照表価額とし、評価損益については
当期の損益に含めています。

4 満期保有目的の金銭の信託については、取得価額を貸借対照表価額として計上してお
ります。

5 その他の金銭の信託については時価を貸借対照表価額としております。

②金銭の信託の時価情報等

開示の対象となる取引はありません。 (単位 :千円)

(注)1.時 価は期末日における市場価格等によつております。
2.取得価額は、取得原価又は償却原価によつております。
3.運用目的の金銭の信託については、時価を貸借対照表価額とし、評価損益については
当期の損益に含めています。

4.満期保有目的の金銭の信託については、所得価額を貸借対照表価額として計上してお
ります。

5.その他の金銭の信託については時価を貸借対照表価額としております。

③デリバティブ取引、金融等デリバティブ取引、有価証券関連店頭デリバティブ取引
開示の対象となる取引はありません。

(単位 :百万円)

保有区分
22 年 度 23 ‐年1度

取得価額 時 価 評価損益 取得価額 口寺 価 評価損益

売  買  目 的

満 期 保 有 目的 2,319 2,340 1.119 1

そ の 他 786 1,819 1,849

計 3,092 3,126 2,938 2,980

区 分
22 年 度 23 年 度

取得価額 時 価 評価損益 取得価額 時 価 評価損益

運  用 目 的
満 期 保 有 目的 0 0

そ の 他 0 0

計 0 0 0 0 0 0
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2.共済事業

(1)長期共済新契約高 。長期共済保有高

(注)1 金額は、保障金額 (がん共済はがん死亡共済金額、医療共済及び定期医療共済は死亡給付金額 (付加され
た定期特約金額等を含む)、 年金共済は付加された定期特約金額)を表示しています。

2 」A共済は、農業協同組合法に基づきJAと JA全共連で共同して事業を行つており、共済契約が満期を

迎えられたり、万一事故がおきた場合に当JAが負う共済責任につきましては、」A全共連がすべての共済

責任を負うことになっています (短期共済も同様です)。

(2)医 療系共済の入院共済金額保有高

(注)金額は、入院共済金額を表示しています。

(3)年金共済の年金保有高

(単位 :百万円、件 )

種 類
22 年 度 23 年 度

件 数 新契約高 件 数 保有契約高 件 数 新契約高 件 数 保有契約高

生

命

総

合

上

済

終 身 共 済 8,120 4,21[ 75,562 799 5,075 6,21 76,317

定期生命共済 0

養老生命共済 555 4,015 8,012 88,970 1,120 4,452 9,309 80,705

|う ちこども共済 823 2,691 1,061 2,736

医 療 共 済 1,097 492 5,332 1,910 5,218

が ん 共 済

定期医療共済 11

年 金 共 済 0 0 0 0 0 0

建 物 更 生 共 済 768 8,820 12,481 148,008 675 7,975 12,848 169

計 2,446 25,681 318,753 3,347 17,836 31,129 308,327

(単位 :百万円、件 )

種 類
22 年 度 23 年 度

件 数 新契約高 件 数 保有契約高 件 数 新契 約 高 件 数 保有契約高

医 療 共 済 839 1,362 1,910 110

が ん 共 済

定 期 医 療 共 済 14 178 0 05

計 5.0 2,050 110 2,711

(単位 :百万円、件 )

種 類
22 年 度 23 年 度

件 数 新契約高 件 数 保有契約高 件 数 新契約高 件 数 保有契約高

年 金 開 始 前 65 7 1,335 793 0 708 1 32C 761.1

年 金 開 始 後 1,566 744 7 0 00 1,554 741.6

計 135 65 7 2,901 1,537 7 70 8 2,874 1,502 7

(注)金額は、年金年額 (利率変動型年金にあつては、最低保証年金額)を表示しています。
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‐     (4)短 期共済新契約高

(単位 :百万円、件)

種|‐ |■類
2211年度 231年度

件1数 契 1約1高 件 1数 契1約‐高

火11■災■■共■‐‐済 18,935 1,66[ 19,452

自‐1動■車||1共■済 11,79[ 11,692

傷|1害 |1共|1済 15,329 92,807 14,109 87,605

団体定期生命共済 0 0

定額定期生命共済 0

賠1償 責 任 1共 済 238 246

自|1賠 責■共1済 2,345 2,404

計 31,324 111,742 30,116 107,057
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3。 その他事業の実績等

(1)購 買事業品目別取扱実績
(単位 :百万円)

(2)販売事業品目別取扱実績

(3)農業倉庫収支内訳

種 類
供 給 一局

22 年 度 23 年 度

生

産

資

材

月巴 料 206

農 薬

飼 料

農 業 機 械

自動車 (除 く二輪 ) 2 3

燃 料 0

そ の 他

/1 計 1,062 970

生

活

物

資

△民
　　　
口ｍ

米 3

生 鮮 食 品

一 般 食 品 7 9

衣 料 0 0

耐 久 消 費 財

日 用 保 健 雑 貨 1

家 庭 燃 料

そ の 他 420

/1ヽ 計 700 225

ハ 計 1,763 1.195

(単位 :百万円 )

種 類
22 年 度 23 年 度

販  売  高 手 数 料 販  売  高 手 数 料

米

麦 ・ 豆 ・ 雑 穀 44 7 6

野 菜 2,276 2,157

果 実

花 き ・ 花 木 1

畜 産 物 1 242 1

菌 茸 2 0

直  売  所 327

そ  の  他 9 0

計 3,441 3,787 182

(単位 :百万円)

項 目 22 年 度 23 年 度

収

入

保 管 料 11.7

荷  役  料 0

そ の 他 の収 益 2.4

計 141 10.4

支

出

倉 庫 材 料 費 1.6

倉 庫 労 務 費 29

その他 の費用 00

計 29 1.6

差 11 2
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(4)指導事業収支内訳
(単位 :百万円)

項 目 221年1度 23 年||1度

収

入

賦  課 ‐金
指導事業補助金

そ の他 の収益

計 6.5 6.2

支

　

　

出

営 農 改 善 費 19.7 11.3

農 政 活 動 費

農 地 確 保 費

生 活 改 善 費

組 織 活 動 費 12.5 11.8

教 育 広 報 費

計 36.7 27.4

差
ロ
ワ △ 30.2 △ 21.2
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Ⅳ 経営諸指標

1.利 益 率

(注)1.総 資産経常利益率=経常利益/総資産 (債務保証見返を除く)平均残高×100
2.資本経常利益率=経常利益/純資産勘定平均残高×100

3.総資産当期純利益率
=当期剰余金 (税引後)/総資産 (債務保証見返を除く)平均残高×100

4.資本当期純利益率=当期剰余金 (税引後)/純資産勘定平均残高×100

2.貯貸率・貯証率
(単位 :%、 ポイント)

項 目 年度 年度 増   減

貯 貸 率
期  末 16.14 0.95

期中平均 16.08 15.54 ∠ゝ 0.54

貯 証 率
期  末 3.76 3.55 ∠ゝ 0.21

期中平均 4.27 ∠ゝ 0.63

(注)1.貯 貸率 (期  末)=貸出金残高/貯金残高×100
2.貯貸率 (期中平均)=貸出金平均残高/貯金平均残高×100

3.貯証率 (期  末)=有価証券残高/貯金残高×100
4.貯証率 (期中平均)=有価証券平均残高/貯金平均残高×100

(単位 :%、 ポイント)

項 目 22‐ 1年度 23 年度 増  減

総資産経常利益率 0.32 △ 0.02

資 本 経 常 利 益 率 9.2 7.95 △ 1.25

総資産当期純利益率 0.23 ∠ゝ 0.16

資本 当期 純利益率 10.57 5.65 △  4.92
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V 自己資本の充実の状況

1.自 己資本の構成に関する事項
(単位 :千円)

項 目 平成22年度 平成23年度 項 目 平成22年度 平成23年度

出資金 1,155,573 1,158,313
他の金融機関の資本調達手段
の意図的な保有相当額

0

|う
ち後酉己出資金 0

陣 葉藉畠永久優先出資 負債性資本調達手段及び

これに準ずるもの

0

回転出資金

憂先出資申込証拠金 期限付劣後債務及びこれら

に準ずるもの

0

再評価積立金

資本準備金 非同時決済取引に係る控除額及び信
用リスク削減手法として用いる保証
又はクレジット・デリバティブの免
責額に係る控除額

0和J益準備金 1,243,38( 1,593,380

<積立金 > 614,61[ 63,613

|○○積立金 614.61〔 634,613

基本的項目からの控除分を除く、自
己資本控除とされる証券化エクス
ポージャー (フ ァンドのうち裏付資
産を把握できない資産を含む。)及
び信用補完機能を持つ1/0ス トリップ
ス (告示第223条 を準用する場合を含
む。)

0

次期繰越剰余金
(又は次期繰越損失金▲)

417,38〔 237 222

処分未済持分 (▲ ) △ 11,33[ △ 12,615

自己優先出資申込証拠金

自己優先出資 (▲ )

その他有価証券の評価差損 (▲ )
基本的項目からの控除分を除く、自
己資本控除とされるファンドのうち
個々の資産の把握が困難な資産

営業権相当額 (▲ )

企業結合により計上される

無形固定資産相当額 (▲ ) 控除項目不算入額 (▲ )

証券化取引により増加した

自己資本に相当する額 (▲ )

控除項目計 (D)

自己資本額 (C―D) (E) 3, 423, 3,615,723

基本的項目 (A) 3,419,94〔 3,611,254

資産 (オン・バランス項目) 735 25,915,633

土地の再評価額と再評価の直前
の帳簿価額の差額の45%相 当額

オフ・バランス取引項目 0

オペレーショナル・ リスク相当額を
8%で除して得た値

3,480,219 3,460,500

一般貸倒引当金 3,52( 4,46〔 リスク・アセット等計 (F) 26,215,452 29,376,134

相互援助積立金

負債性資本調達手段等

1負
債性資本調達手段 ~

¨
補完的項目不算入額 (▲ )

補完的項目 (B) 3,528 4 468

Tierl比 率 (%)(A/F) 13 04% 12 299

自己資本総額 (A+B) (C) 3、 423,478 3,615,723 自己資本比率 (%)(E/F) 13 05, 12 30%

(注)1 平成18年 3月 28日 金融庁・農林水産省告示第 2号 「農業協同組合等がその健全性を判断するための基準」に定められた
算式に基づき算出したt)のです.

2 当JAは、信用リスク・アセット額の算出にあたつては、標準的手法、的確金融資産担保の適用については信用リスク
削減手法の簡 l●手法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたつては基礎的手法を採用しています.

3 11」 Aが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算していまうl

-53



2.自 己資本の充実度に関する事項

①信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳

(単位 :千円)

区 分

平成 22年度 平成 23年度
エクスホ―゚シ
゛
ャー

の期末残高

リスク・

アセット額

a

所要自己資本額

b=a× 4%

エクスホ―゚シ
゛
ャー

の期末残高

リスク・

アセット額

a

所要自己資本各

b=a× 4%

我が国の中央政府及び中央銀行向け 254,434 0 0

0

＾
〉

一
９
４

９

一
４

４

一
１

〇

一
〇

４

一
３

0

0

0

我が国の地方公共団体向け 391,243

0

501,174

0 0

地方公共団体金融機関向け

我が国の政府関係機関向け

0

0

63

0 0 0 0

0 501,755 0 0

地方三公社向け 43,741 つ
４ 0 0 0

金融機関及び第一種金融商品
取引業者向け

70 ０
´ 712 14 371 031 574、 841 085 006 4 404 201 576,168

法人等向け 129,847 89,692 3,588 265,765 225,617 9,024

中小企業等向け及び個人向け 745,485 333,543 13,342 740 877 324,912 12,996

抵当権付住宅ローン 3.339.671 1,163,348 46,534

5,441

2.857 977 993,369 39,734

5,058

2,364

不動産取得等事業向け 136,506 136,028 126,937

162,388

126,459

59,109二月以上延滞等 179,895 110,086 ４

　

３・２

403

228言用保証協会等保証付 5,850,202 580,716 6,464,353 640,299 25,611

共済約款貸付 83,208 0

1,599,042

一
　

一
８４

一
　

一
６８

一
　

一
４

0 84 ０
４ 0 0

出資等 1.599、 042 63,961 708 385 4,708,385 188,335

複数の資産を裏付とする資産 (所
謂ファンド)の うち、個々の資産
の把握が困難な資産

4、 823.965

0
０

　

　

・

０

　

８

4,433

0

0

177,331

証券化

174
（
）

0

上記以外 4,790,229

△
計 88,731,125 22,765,233 909,407 89494145 25,915,633 1,036,625

オペ レーショナル・ リスク

に対する所要自己資本の額

<基礎的手法>

オペレーショナル・リスク相

額を8%で除して得た額

所要自己資本額 オペレーショナル・リスク相

額を8%で除して得た額

所要自己資本額

a b=a〉く49る a b=a× 4%

3,480,219 139,208 3,460,500 138,420

所要自己資本額計

リスク・アセット等 (分母)計 所要自己資本額 リスク・アセット等 (分母)計 所要自己資本額

a b=a〉く4°/O a b=a× 4%
26,215,452 29,376,134 1,175,045

(注 )

1,「 リスク・アセット額」の欄には、信用 リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクス

ポージャーの種類ごとに記載 しています。

2.「エクスポージャーJと は、リスクにさらされている資産 (オ フ・バランスを含む)の ことをい
い、具体的には貸出金や有価証券等が該当します3

3.「二月以上延滞等」とは、元本又は利′自、の支払いが約定支払日の翌日から3ヶ 月以上延滞 してい

る債務者に係るエクスポージャー及び 「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、 「法人

等向けJ等においてリスク・ウェイ トが 150%に なったエクスポージャーのことですc
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4.「証券化 (証券化エクスポージャー)」 とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある
二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部又は全部を第二者に移転する性質を有する取引に

かかるエクスポージャーのことです。

5。 「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け 。国際決済銀行等向け 。外国の中央

政府等以外の公共部門向け・国際開発銀行向け。取立未済手形・未決済取引 。その他の資産 (固定

資産等)が含まれます。
6.当 」Aでは、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、基礎的手法を採用しています。
<オペレーショナル・ リスク相当額を8%で除して得た額の算出
(粗利益 (正の値の場合に限る)× 15%)の直近 3年間の合計額

方法 (基礎的手法)>

÷8%
直近 3年間のうち粗利益が正の値であった年数
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3.信用リスクに関する事項
①標準的手法に関する事項

当JAでは自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法により算出
しています。また、信用リスク・アセットの算出にあたつて、リスク・ウェイ トの判定にあたり使用す

る格付等は次のとおりです。

(ア )リ スク・ウェイ トの判定にあたり使用する格付けは、以下の適格格付機関による依頼格付けの

みを使用し、非依頼格付は使用しないこととしています。

・株式会社格付投資情報センター (R&I)
・株式会社日本格付研究所 (JCR)
・ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク (Moody' S)
。スタンダー ド・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシズ (S&P)
。フィッチレーティングスリミテッド (Fitch)

(イ )リ スク・ウェイ トの判定に当たり使用する適格格付機関の格付またはカントリー・リスク・ス

コアは、主に以下のとおりです。

ェクスポージャー 適格格付機関 カントリー・リスク・スコア

金融機関向けエクスポージヤー 日本貿易保険

法人等向けエクスポージャー

(長期 )

R&I,Moody's,」CR,S&P,Fitch

法人等向けエクスポージャー

(短期 )

R&I,Moody's,」CR,S&P,Fitch
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②信用リスクに関するエクスポージャー (地域別、業務別、残存期間別)及び二月以上延滞
エクスポージャーの期末残高

(単位 :千円)

(注 )

1.信用 リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産並びにオフ・バランス取引及び派生商

品取引の与信相当額を含みます。

2.「貸出金等」とは、貸出金のほかコミットメン ト及びその他のデ リバティブ以外のオフ・バラ

ンスシー ト・エクスポージャーを含んでいます。 「コミットメン ト」とは、契約 した期間及び融

資枠の範囲でお客様のご請求に基づき、金融機関が融資を実行する契約のことをいいます。
「貸

出金等」にはコミットメン トの融資可能残高も含めています。

3.「二月以上延滞エクスポージャーJと は、元本又は利壇、の支払が約定支払 日の翌 日から3ヶ 月

以上延滞 しているエクスポージャーをいいまづ

4.「その他」には、ファンドのうち個々の資産の把握が困難な資産や固定資産等が該当します。
5.当 組合では、国内の限定されたエリアで事業活動を行つているため、地域別の区分は省略して

お ります 3

項

平成 22年度 平成 23年度
信用 リスクに 信用 リスクに

関するエクス

ポージャーの

残高

うち

貸出金等

うち

債券

二月以上延滞

ェクスポー

ジャー

関するエクス

ポージャーの

残高

うち

貸出金等

うち

債券

二月以上延滞

エクスポー

ジャー

農  業 160,592

0

160,592 0 3,779 263,754 263,754

0

0

林  業 0 0
０

一

〇

水産業 0

0

0

0

0 0

製造業

鉱 業
建設・不動産業

電気・ガス・熱
供給・水道業

0 ０

一

〇

0

0 0 0 0

90,335 90,335 0 0 41,122 41,122

0

0

0 0 0 0

運輸・通信業 0 0 0 0 0

金融・保険業 300,61 2,847,920 0 2,870,478 0 ,544,338 0

卸売・小売・飲
食・サービス業

日本国政府 。地
方公共団体

89,692 89,692 0 0 76,870 76.870 0 ０

　

一　

〇

645,678 391,243 254,434 0

0

66,416,757 1,535,543 404,797

上記以外 0 0 0 0 0 0 0

個 人 11,655,694 11,631,133 176,116 11,670,867 11,622,778 0 162,388

その他 4,943,768 0 0 8,154,297 0

業種別残高計 88,731,125 12,663,605 3,102,354 179,894 89,494,145 13,540,06( 2,949,135 162,388

1年以下

1年超 3年以下

69,733,263 376,94 1,359 725,695

299,0651

164,752 758,385

1 755 273 599,338 1,155 527,485 771,579 /
3年超 5年以下 1 17 527 585,927 574,653 361,088 213,565 /
5年超 7年以下 420,409 1, 538,428 538,428 0 /
7年超 10年以下 590,902 590,902 1,899,398

9,694,061

693,793 1,205,604

/10年超 9,497,296 9.497.296 9,694,061 0

期限の定めのないもの 5 651,475 9,762,842 1,560,456 0 /
残存期間別残高計 88,731,125 12,663,605 3,102,354 89,494,145 13,540,066 2,949,134
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③貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

(注)当組合では、国内の限定されたエリアで事業活動を行つているため、地域別の区分は省略して

おります。

④信用リスク削減効果勘案後の残高及び自己資本控除額

(注) 1 「格付ありJにはエクスポージヤーのリスク・ウェイ ト判定にお
いて格付を使用しているもの、 「格付なし」にはエクスポージャーのリス

ク・ウェイ ト判定において格付を使用していないものを記載しています。

なお、格付は適格格付機関による依頼格付のみ使用しています。

2 自己資本控除額には、非同時決済取引にか係る控除額、信用リス

ク削減手法として用いる保証又はクレジット・デリバティブの免責額に係

る控除額があります。

(単位 :千円)

項 目

平成 22年度 平成 23年度

期首残
高

期中

増加額

期中減少額
期末残高

貸出金

償却

期首残
高

期中

増加額

期中減少額 期末残
高

貸出金

償却目的使

用
その他 目的使用 その他

一般貸倒引当金 40,393 12,805 49,670 3,528 3,52[ 4,46[ 3,52[ 4,468 /
個別貸倒引当金 14,265 191,78( 108,916 97,129 97,12〔 99,665 5,416 91,71 99,665 /

人

農 業 5,910 3,778 5 3,778 3,77〔 3,778 0

林  業

水産業

製造業

鉱  業

建設・不動産業

電気・ガス・熱
供給・水道業

運輸・通信業

金融・保険業

卸売・小売・飲
食・サービス業

上記以外

個  人 8,354 188,002 103,008 93,350 93,350 99,66[ 1,637 91,713 99,665

業種別計 14,265 191,78( 108,916 97,129 97,12[ 99,66[ 5,416 91,713 99,665

(単位 :千円)

項 目
平成22年度 平成23年度

格付あ り 格付なし 計 格付あ り 格付な し 計

信用リスク

削減効果勘案

後残高

リスクウェイ ト0% 2,127,005 2,127,005 0

0

3,075,788 3,075,788

リスクウェイト10% 5,807,154 5,807,154 6,402,989 6,402,989

リスクウェイ ト20% 70,362,777 70,362,777 0 65,855,103 65,855,103

リスクウェイト35% 3,323,852 3,323,852 0 2,838,199 2

リスクウェイ ト50% 51,726 51,726 97,747

433,216

97,747

433,216リスクウェイ ト75% 455,982

6,557,674

455,982

リスクウェイ ト100% 6,557,674 0

0

10,774,450 10,774,450

リスクウェイ ト150% 44,953 16,648 16,648

0その他 0 0 0

自己資本控除額 0 0 0

計 88,731,125 88,731,125 89,494,145 89,494,145

-58-



4.信用リスク削減手法に関する事項

①信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要

「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算出において、

エクスポージャーに対して一定の要件を満たす担保や保証人に対するリスク・ウエイ トを適用するなど

信用リスク・アセット額を軽減する方法です。

当」Aでは、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」に定めています。

信用リスク肖1減手法として、「適格金融資産担保」、「保証」、「貸出金と自組合貯金の相殺」を適

用しています。

②信用リスク削減効果後の残高及び自己資本控除額

(単位 :千円)

区 分

平成 22年度 平成 23年度

適格金融

資産担保
保 証

適格金融

資産担保
保  証

地方公共団体金融機構向け 0 0 0

我が国の政府関係機関向け 0 501, 0 501,755

地方三公社向け 0 43,424 0 0

金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け 0 0 0 0

法人等向け 40, 0 40, И仕 0

中小企業等向け及び個人向け 93,018 0 77,226 0

抵当権住宅ローン C 0 0 0

不動産取得等事業向け 0 0 0 0

二月以上延滞等 0 0 0 0

証券化 0 0 0 0

上記以外 221,001 0 37,500 0

合 計 354,175 544,598 154,874 501,755

(注 )

1.「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産 (オフ・バランスを含む)こ とを

いい、主なものとしては貸出金や有価証券等が該当します。

2.「二月以上延滞等」とは、元本又は利虐、の支払いが約定支払 日の翌日から3ヶ 月以上延滞 し

ている債務者にかかるエクスポージャーのことです。

3.「証券化 (証券化エクスポージャー)」 とは、原資産にかかる信用 リスクを優先劣後構造の

ある二以上のエクスポージャーに階層化 し、その一部又は全部を第二者に移転する性質を有

する取引にかかるエクスポージャーのことです。

4.「その他」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け 。国際決済銀行等向け 。外国の中

央政府等以外の公共部門向け 。国債開発銀行向け
。取立未済手形 。その他の資産 (固定資産

等)が含まれます。

.派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

該当する取引はありませんc

.証券化エクスポージャーに関する事項

該当する取引はありません3
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7.出資等エクスポージャーに関する事項

①出資等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要

「出資等」とは、主に貸借対照表上の外部出資勘定の株式又は出資として計上されているものであり、当JA
においては、これらを①系統及び系統外出資、②子会社及び関連会社等株式に区分して管理しています。

①系統出資については、会員としての総会等への参画を通じた経営概況の監督に加え、日常的な協議を通じた

連合会等の財務健全化を求めており、系統外出資についても同様の対応を行なっています。

②子会社及び関連会社については、経営上も密接な連携を図ることにより、当」Aの事業のより効率的運用を

目的として、株式を保有しています。これらの会社の経営については毎期の決算書類の分析の他、毎月定期的な

連絡会議を行なう等適切な業務把握に努めています。

なお、これらの出資等の評価等については、①系統及び系統外出資については、取得原価を記載し、毀損の状

況に応じて外部出資等損失引当金を、②子会社及び関連会社株式については取得原価を記載し、毀損の状況に応

じて子会社等損失引当金を設定しています。また、評価等重要な会計方針の変更等があれば、注記表にその旨記

載することとしています。

②出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価

(単位 :千円)

区  分

平成 22年度 平成 23年度

貸借対照表

計上額
時価評価額

貸借対照表

計上額
時価評価額

上 場

非上場 1,599,041 1,599,041 4,708,385 4,708,385

合  計 1,599,041 1,599,041 4,708,385 4,708,385

(注)「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計額です。

③出資等エクスポージャーの売却及び償去1に伴う損益

④貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額 (保有目的区分をその他有価証券

としている株式 。出資の評価損益等)

(単位 :千円)

平成 22年度 平成 23年度

評価益 評価損 評価益 評価損

0 C

⑤貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額 (子会社・関連会社株式の評価損益等)

(単位 :千円)

平成 22年度 平成 23年度

評価益 評価損 評価益 評価損

0 0

(単位 :千円)

平成 22年度 平成 23年度

売却益 売却損 償却額 売却益 売去「損 償却額

0 0 0
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8.金利 リスクに関する事項

①金利リスクの算定方法の概要

金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間のミスマッチが存

在する中で金利が変動することにより、利益が減少ないし損失を被るリスクをいいます。

当」Aでは、金利リスク量を計算する際の基本的な事項を「金利リスク量計算要領」に、またリスク

情報の管理・報告にかかる事項を「余裕金運用等にかかるリスク管理要領」に定め、適切なリスクコン

トロールに努めています。具体的な金利リスクの算定方法、管理方法は以下のとおりです。

・市場金利が上下に2%変動した時 (ただし0%を下限)に発生する経済価値の変化額 (低下額)を

金利リスク量としてを毎月算出しています。

・要求払貯金の金利リスク量は、明確な金利改定間隔がなく、貯金者の要求によつて随時払い出され

る要求払貯金のうち、引き出されることなく長期間金融機関に滞留する貯金をコア貯金と定義し、

①過去5年の最低残高、②過去5年の最大年間流出量を現残高から差し引いた残高、③現残高の50%

相当額のうち、最小の額を上限とし、0～ 5年の期間に均等に振り分けて (平均残存 2.5年 )リ スク

量を算定しています。

。金利リスクは、運用勘定の金利リスク量と調達勘定の金利リスク量を相殺して算定します。

金利リスク=運用勘定の金利リスク量+調達勘定の金利リスク量 (△ )

算出した金利リスク量は、四半期ごとにALM委員会および理事会に報告して承認を得ています。
また、これらの情報を踏まえ、四半期ごとに運用方針を策定しています。

②金利ショックに対する損益 。経済価値の増減額

(単位 :百万円)

区 分 平成 22年度 平成 23年度

金利ショックに対する損益 。経済価値の増減額
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【」Aの概要】
1.組織機構図

営農経済部会

農 畜 産 指 導

生活指導・営農事務

カントリーエレベータ

販 売・ 倉 庫 事 務

農 産 物 検 査

野 菜 セ ン タ

農業支援センタ
農 作 業 受 託

農 機 自 動 車

燃 料 係 (ス タンド等 )
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役員一覧

(平成24年 2月

期満了年月常勤 。非

常勤の別

実 務 精 通 役 員
(社 )太 日1'農 業振興公社理事長
(株 )大 田フアーム代表取締役

平成23年5月 30日
平成26年
通常総代会開催日

実務精通役員 (営農・経済担当)小 暮 利 明

実務精通役員 (信用 共済担当

業 務 部 会 担

営 農 経 済 部 会 担

業 務 部 会 昌1部 会

営 農 経 済 部 会

業 務 部 会 lH

営 農 経 済 部

総 務 部 会 担

業 務 部 会 担

営 農 経 済 部 会 日1部 会

牛久保榮治

総 務 部 会 副 部 会

業 務 部 会 担

営 農 経 済 部 会 担

営 農 経 済 部 会 担

小 谷 野 基

須 藤 雅 利

小 林 道 雄
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3。 組合員数

4.組合員組織

5。 特定信用事業代理業者の状況
該当する事項なし

(単位 :人、団体)

資 格 区 分 22年度 23‐年度 増減

正
組
合
員

個 人 4,893 4,818 ∠ゝ  75

法

人

農事組合法人 0 0

その1他の法人 1 1 0

准
組
合
員

個 人 6,705 6,802 97

農業協同組合 0 0

農事組合法人 2 0

その他の団体 34 34 0

△
ロ 計 11,635 11,657 22

(単位 :人 )

組 織 名 構成員数

農 事 支 部 4,459人

養 蚕 支 部 12人

女 性
△ 443 人

カントリーエレベーター運営委員会 26 ノk

米 麦 部 41人
畜 産 部

△ 51人
野 菜 セ ン タ ー 運 営 委 員 会 777 メ、

労 災 保 険 加 入 組 合 161 人

農 業 青 色 申 告 会 222 ノk

年 金 友 の
△ 5,959 ノ`

貸 家 ク フ ブ 96 ノヘヽ

青 壮 年 部 50 ノk

直 売 所 出 荷 者 運 営 協 議 会 300 メ、
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6。 地区一覧

種 男U 名 称 所 在 地 職員数 摘要

事  務  所 本 所 太田市新野町320番 1 80

事 務 所 農 業 支 援 セ ン タ ー 〃 新野町
事  務  所 農村環境 改善セ ンター 〃 新野町 1

事  務  所 葬 祭 セ ン タ ー 〃 西本町 8

事 務 所 九
△

支 所 〃 飯塚町
店 舗

事  務  所
店    舗
事  務  所

九
△
直 冗 所 〃 飯塚町

韮 支 所 〃 安良岡町
韮 り|| 直 冗 所 ″ 安良岡町
沢 野 支 所 〃 福沢町 8

8事 務 所 ′鳥 之 郷 支 所 〃 鳥山町
事 務 所 太 田 支 所 〃 浜町 7

事 務 所 ]会 戸 支 所 〃 石橋町
事 務 所 農 機 セ ン タ ー 〃 石橋町
事  務  所 宝 泉 支 所 〃 由良町 9

施 設 太 田 市 斎 場 〃 浜町 ４

一
８

事  務  所 毛 里 田 支 所 〃 矢田堀町
事  務  所 休

上
日 支 所

〃

一
〃一
龍舞町

龍舞町店 舎苗

集 出 荷 所

東 部 資 材 セ ン タ ー 1

休 泊 農 産 物 出 荷 所 〃 龍舞町
集 出 荷 所 野 菜 セ ン タ ー 〃 中根町 4

施 設 ネギ共同選別調製施設 〃 中根町 17

集 出 荷 所 沖 之 郷 選 果 所 〃 沖之郷町
カ ン ト リー 北 部 カ ン ト リ ー 〃 強戸町 2

カ ン ト リー 南 部 カ ン ト リ ー 〃 福沢町
〃 城西町
〃 城西町
〃 城西町

2

給 油 所 城 西 の 社 給 油 所 3

店 舎甫 城 西 の 社 直 売 所 7

店 舎甫 ア グ リ資 材 館 。経 済 課 14

集 配 施 設 食 材 セ ン タ ー 〃 城西町
〃 大原町

6

10

8

6

事 務 所 薮 塚 本 町 支 所

集 出 荷 所 藪 塚 野 菜 セ ン タ ー 〃 大原田r
事  務  所 農 業 団 地 セ ン タ ー 〃 大原町
店 舎甫 藪 塚 資 材 セ ン タ ー 〃 大原町
給  油  所 一藪 塚 給 7由 所 〃 大原町 2

7.店舗一覧

店 舗 名 住 所 電 話 番 号
CD ・ ATM

設 置 台数

本 所 太田市新野町320番 1 0276-32-8211

(城西の社ATMコーナー) 大田市城西町53 0276-32-8213 1台

九合支所 大田市飯塚町130 0276-45-0411 口

韮川支所 大田市安良岡町369 0276-22-3237 ム

沢野支所 太田市福沢町891 0276-38-0456

鳥之郷支所 太田市鳥山町8964 0276-22-3238 ム

太田支所 大田市浜町 18-76 0276-45-2195

強戸支所 大田市石橋町8511 0276-37-051

宝泉支所 太田市由良町1765 0276-32-012

毛里田支所 大田市矢田堀町290 0276-37-101 ム

「

l

体泊支所 太田市龍舞町23573 0276-45-224

薮塚本町支所 太田市大原町 1675 0276-45-2242

店舗外 CDoATM設 置台数     1台
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8.沿 革・歩み

平成 11年  3月   太田市内3」 A合併推進協議会設立総会
〃   5月   財務確認検査監査の実施 (各 」A)
〃   7月   3」 A統一座談会
〃   8月   合併予備契約調印式
〃   9月   合併臨時総会

平成 12年  3月   新 JA発足 (合併登記・解散登記 )
〃   3月   大田市内3」 A合併推進協議会解散式
〃   3月   太田市農業協同組合発足式
〃  12月   沢野農畜産物直売所オープン

平成 13年  5月   第 1回 通常総代会
〃   8月   斎場管理受託事業開始

平成 14年  1月   九合農畜産物直売所新装オープン
〃   4月   斎場お通夜事業開始
〃   5月   第 2回 通常総代会
〃  12月   臨時総代会

平成 15年 4月   新本所事務所新築
〃   5月   第 3回 通常総代会

平成 16年 4月   城西の社農産物直売所オープン
〃   5月   第 4回 通常総代会

平成 17年  1月   臨時総代会
〃   4月   アグリ資材館オープン
〃   5月   第 5回 通常総代会
〃   7月   青年部設立総会

平成 18年 2月   大田支所移転
〃   5月   第 6回 通常総代会
〃   7月   (株)太 田フアーム設立

平成 19年  5月   全農広域物流制度の導入実施
〃   5月   東部資材センターオープン
〃   5月   第 7回 通常総代会
〃  11月   城西の社セルフ給油所オープン

平成 20年  3月   ネギ共同選別調製施設稼働開始
〃   5月   座談会の実施
〃   5月   第 8回 通常総代会
〃   8月   強戸支所事務所竣工式・移転
〃  11月   」A農業祭開催 (東毛酪農共催 )
〃  12月   」A太田市・ JA藪塚本町合併推進協議会設立総会

平成 21年  2月   」A太田市・ JA藪塚本町合併予備契約調印式
〃   4月   座談会の実施
〃   5月   第 9回 通常総代会
〃  11月   毛里田支所事務所竣工式・移転
〃  11月   第 2回  JA農 業祭開催 (東毛酪農協賛)

平成 22年  2月   南北食材センター統合・城西の杜への新築移転
〃   3月   」A太田市 。JA薮塚本町合併
〃   3月   新 」A発足式 (合併登記 。解散登記 )
〃   4月   城西の社・休泊・藪塚給油所全農 SS一体化事業への参加
〃   4月   農機事業全農一体化事業への参加
〃   4月   薮塚本町支所移転
〃   5月   座談会の実施
〃   5月   第 10回 通常総代会
〃   8月   薮塚資材センターオープン
〃  11月   第 3回  」A農業祭開催 (東毛酪農協賛)

平成 23年  5月   座談会の実施
〃   5月   第 11回 通常総代会

-66-



平成 23年 1
〃  1

平成 24年
〃

〃

1月

2月

3月

5月

5月

第 4回  」A農業祭開催 (東毛酪農協賛)
休泊支所事務所竣工式・移転

体泊農産物出荷所稼働開始

座談会の実施

第 12回 通常総代会
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